資料36
賃　貸　証　明　書
第　号

平成　　　年（　　　　年）　月　日(　)

依頼人

住　所　
氏　名　A社
　　　　代表者職・氏名
証明者

住　所　
氏　名　長野県（施設管理者名）　　　　印
長野県は、下記の土地及び建物について、依頼人に対して賃貸する用意があることを証明致します。

但し、依頼人が、再生可能エネルギー特別措置法（以下「再エネ特措法」といいます。）に基づく設備認定の取得ができない場合、電気事業者よる系統連系の承諾を得ることができない場合並びに長野県の「おひさまＢＵＮ・ＳＵＮメガソーラープロジェクト第○弾県有施設の屋根貸し太陽光発電事業に係る公募型プロポーザル　募集要領５（６）」に記載する事項に該当する場合は、この限りではありません。

なお、長野県は、本証明により賃貸義務を負うものではありません。また、本証明書を再エネ特措法に基づく設備認定申請の目的以外に使用した場合は、この証明書の効力は消滅するものとします。

本証明書によって第三者に損害を与え、当該第三者に対して賠償義務を負う場合は依頼人において損害を賠償するものとし、長野県は一切の責任を負いません。

記

【土地】

受変電設備設置場所
　　　　　　　　所　 　　在　　○○区○○町○丁目

　　　　　　　　地　 　　番　　○番○

　　　　　　　　地　 　　目　　○○

　　　　　　　　地　 　　積　　○○○○．○○平方メートル（貸出面積　　ｍ２）
　　　　　　　　

【建物】

太陽光電池モジュール等設置場所　
　　　　　　　　所　 　　在　　○○▲丁目○番地

　　　　　　　  家 屋 番 号　　○○番○

　　　　　　　　種 　　　類　　○○

　　　　　　　　構　 　　造　　○○

　　　　　　　　面　　 　積　　○○．○○平方メートル（貸出面積　　　ｍ２）
　　　　　　　　添付資料　　別紙[公有財産管理簿の写し＜施設名＞]
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